
  議第15号

       令和 ３ 年度宮津市水道事業会計予算

  （総則）

第 １ 条  令和 ３ 年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）

第 ２ 条  業務の予定量は、次のとおりとする。

  （ １ ） 給水戸数               １０，１００戸

  （ ２ ） 年間配水量 ２，７００，０００ 

  （ ３ ） 年間有収水量       ２，２６０，０００ 

  （ ４ ） １日平均有収水量                ６，０００ 
 

  （収益的収入及び支出）

第 ３ 条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 

   第 １ 款    水道事業収益  ７４２，０３４千円

      第 １ 項  営業収益  ５７２，２３０千円

      第 ２ 項  営業外収益  １６９，８０２千円

      第 ３ 項  特別利益  ２千円

 

   第 １ 款    水道事業費用  ６３８，３１４千円

      第 １ 項  営業費用  ５７３，０４８千円

      第 ２ 項  営業外費用  ５９，２６４千円

      第 ３ 項  特別損失          ２千円

      第 ４ 項  予備費  ６，０００千円

  （資本的収入及び支出）

第 ４ 条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２６５，５０２千円は、消費税及び地方消費税

    資本的収支調整額３０，１１３千円及び損益勘定留保資金２３５，３８９千円で補填するものとする。）

 

   第 １ 款    資本的収入  ３３７，９５１千円

      第 １ 項  企業債  ３２９，５００千円

      第 ２ 項  負担金     １，１７０千円

      第 ３ 項  出資金 １，０９４千円

      第 ４ 項  補助金 ６，１８７千円

 

収              入

支              出

収              入
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  第 １ 款    資本的支出  ６０３，４５３千円

     第 １ 項  建設改良費  ３５７，２６０千円

     第 ２ 項  企業債償還金  ２４５，１９３千円

     第 ３ 項  予備費          １，０００千円

  （企業債）

第 ５ 条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 （単位:千円）
起債の目的

　配水施設等

　整備事業

  （一時借入金）

第 ６ 条   一時借入金の限度額は、１５０，０００千円と定める。

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ７ 条   次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

    議会の議決を経なければならない。

  （ １ ）    職員給与費 ８０，４６０千円

  （他会計からの補助金）

第 ８ 条   企業債利息等にあてるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８８，３９７千円である。

  （たな卸資産購入限度額）

第 ９ 条  たな卸資産の購入限度額は、３，０００千円と定める。

        令和3年2月24日提出

宮 津 市 長    城　　﨑　　雅　　文

支              出

限     度     額 起 債 の 方 法 利        率 償 還 の 方 法

３２９，５００    証書借入又は証券発行 3.0％以内 政府資金については、その融資条件により、

   銀行その他の場合には、その債権者と協定す

ただし、発行価格が額面 ただし、証券発行の方法による ただし、利率見直し方式で借り入れる るものとする。

を下まわるときは、その発行 場合においては、発行価格は額 資金について、利率の見直しを行った後 ただし、市財政の都合により据置期間及び

価格差減額をうめるため必 面金額100円につき98円50銭以 においては、当該見直し後の利率 償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は

要な金額をこれに加算した 上とする。 低利に借換えすることができる。

額
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  収      入 (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 水道事業収益 742,034 656,547 85,487

1 営業収益 572,230 456,584 115,646

1 給水収益 569,303 453,587 115,716 水道使用料 569,303 水道使用料

2 その他の営業収益 2,927 2,997 △ 70 材料売却収益 300 材料売却収益

手数料 1,417 設計審査手数料ほか

雑収益 1,210 設計図書交付料ほか

2 営業外収益 169,802 199,961 △ 30,159

1 受取利息及び配当 100 100 0 預金利息 100 預金利息

金

2 他会計補助金 23,081 63,337 △ 40,256 他会計補助金 23,081 一般会計補助金

3 長期前受金戻入 68,192 69,723 △ 1,531 長期前受金戻入 68,192 長期前受金戻入 68,192

　国庫補助金 22,182

　府補助金 2,383

　工事負担金 20,204

　受贈財産評価額 14,393

　寄附金 304

　その他長期前受金 8,726

4 資本費繰入収益 65,316 54,105 11,211 資本費繰入収益 65,316 資本費繰入収益 65,316

　一般会計補助金 65,316

5 雑収益 13,113 12,696 417 不用品売却収益 1 不用品売却収益

その他雑収益 13,112 下水道料金徴収事務委託料ほか

3 特別利益 2 2 0

1 過年度損益修正益 1 1 0 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

2 その他特別利益 1 1 0 その他特別利益 1 その他特別利益

水道事業会計予算実施計画及び各目明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額
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  支      出   (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 水道事業費用 638,314 624,459 13,855

1 営業費用 573,048 559,073 13,975

1 原水及び浄水費 181,114 167,497 13,617 給料 8,594 職員給与費 22,261

手当 3,566 　特別職職員給与費 7,601

報酬 7,601 　一般職職員給与費 14,660

法定福利費 2,500 原水及び浄水活動費 158,853

旅費 102 　原水及び浄水活動費 158,853

被服費 46

備消耗品費 762

燃料費 745

光熱水費 1,293

通信運搬費 1,958

委託料 97,667

手数料 7,338

賃借料 227

修繕費 10,100

動力費 22,044

薬品費 6,911

材料費 9,660

2 配水及び給水費 49,661 48,343 1,318 給料 6,312 職員給与費 10,588

手当 2,685 　一般職職員給与費 10,588

法定福利費 1,591 配水及び給水活動費 39,073

被服費 20 　配水及び給水活動費 39,073

備消耗品費 605

燃料費 148

光熱水費 410

通信運搬費 353

委託料 5,665

手数料 200

賃借料 476

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額
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  (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

修繕費 13,910

路面復旧費 1,500

動力費 15,286

材料費 500

3 総係費 73,986 73,135 851 給料 12,522 職員給与費 29,919

手当 6,730 　一般職職員給与費 29,919

法定福利費 3,513 営業業務費 44,067

旅費 63 　営業業務費 44,067

退職給与金 3,726

備消耗品費 533

燃料費 15

光熱水費 659

印刷製本費 1,077

通信運搬費 835

委託料 32,967

手数料 1,847

賃借料 3,427

修繕費 435

研修費 50

会費負担金 295

保険料 458

賞与引当金繰入額 4,028

貸倒引当金繰入額 700

雑費 106

4 減価償却費 264,536 266,210 △ 1,674 有形固定資産減価 264,536 有形固定資産減価償却費 264,536

償却費 　建物 6,346

　構築物 172,734

　機械及び装置 80,373

　車両運搬具 646

　工具器具及び備品 581

　リース資産 3,856

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額
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  (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

5 資産減耗費 3,521 3,658 △ 137 固定資産除却費 3,511 資産除却、減耗費 3,521

たな卸資産減耗費 10 　資産除却、減耗費 3,521

6 その他営業費用 230 230 0 材料売却原価 200 営業活動雑費 230

雑支出 30 　営業活動雑費 230

2 営業外費用 59,264 59,384 △ 120

1 支払利息及び企業 48,120 52,237 △ 4,117 企業債利息 48,118 支払利息 48,120

債取扱諸費 借入金利息 1 　企業債利息 48,118

リース債務支払利息 1 　借入金利息 1

　リース債務支払利息 1

2 消費税及び地方消 9,594 5,490 4,104 消費税及び地方消 9,594 消費税及び地方消費税 9,594

費税 費税 　消費税及び地方消費税 9,594

3 雑支出 1,550 1,657 △ 107 不用品売却原価 1 営業外活動雑費 1,550

その他雑支出 1,549 　営業外活動雑費 1,550

3 特別損失 2 2 0

1 過年度損益修正損 1 1 0 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 1

　過年度損益修正損 1

2 その他特別損失 1 1 0 その他特別損失 1 その他特別損失 1

　その他特別損失 1

4 予備費 6,000 6,000 0

1 予備費 6,000 6,000 0

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額
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   収      入 (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 資本的収入 337,951 399,080 △ 61,129

1 企業債 329,500 396,800 △ 67,300

1 企業債 329,500 396,800 △ 67,300 企業債 329,500 水道事業債

2 負担金 1,170 1,170 0

1 負担金 1,170 1,170 0 加入負担金 1,170 加入負担金

3 出資金 1,094 1,110 △ 16

1 出資金 1,094 1,110 △ 16 出資金 1,094 一般会計出資金

4 補助金 6,187 0 6,187

1 国庫補助金 6,187 0 6,187 国庫補助金 6,187 生活基盤施設耐震化等交付金

   支      出 (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 資本的支出 603,453 631,257 △ 27,804

1 建設改良費 357,260 411,541 △ 54,281

1 拡張改良費 158,592 172,223 △ 13,631 給料 8,601 職員給与費 17,692

手当 6,065 　一般職職員給与費 17,692

法定福利費 3,026 配水施設拡張改良事業 140,900

備消耗品費 244 　配水施設拡張改良事業 140,900

燃料費 177

印刷製本費 3

通信運搬費 3

委託料 14,268

賃借料 454

工事請負費 125,750

建設費支払利息 1

2 浄水場整備費 187,428 225,669 △ 38,241 委託料 33,428 浄水施設改良事業 187,428

工事請負費 154,000 　浄水施設改良事業 187,428

3 資産購入費 3,821 4,331 △ 510 量水器購入費 3,601 資産購入事業 3,821

機械及び備品購入費 220 　資産購入事業 3,821

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額
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(単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

4 リース債務支払額 2,321 4,637 △ 2,316 リース債務支払額 2,321 リース債務支払額 2,321

　リース債務支払額 2,321

5 他会計負担金 5,098 4,681 417 下水道事業特別会 5,098 下水道事業特別会計繰出金 5,098

計繰出金 　下水道事業特別会計繰出金 5,098

2 企業債償還金 245,193 218,716 26,477

1 企業債償還金 245,193 218,716 26,477 元金償還金 245,193 企業債元金償還金 245,193

  企業債元金償還金 245,193

3 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額
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（ 単位： 円 ）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 89,101,000

減価償却費 264,536,000

固定資産除却費 3,511,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 46,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 68,192,000

受取利息 △ 100,000

支払利息 48,120,000

未収金の増減額（△は増加） △ 11,018,200

未払金の増減額（△は減少） 4,104,000

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,000

前受金の増減額（△は減少） △ 1,182,030

預り金の増減額（△は減少） 0

　小　　計 328,935,770

利息の受取額 100,000

利息の支払額 △ 48,120,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 280,915,770

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 319,622,000

投資活動による未払金等の増減額（△は減少） △ 2,841,840

長期前受金の受け入れによる収入 7,251,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 315,212,840

令和３年度  水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 329,500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 245,192,263

リース債務の返済による支出 △ 2,148,900

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 5,097,587

他会計からの出資による収入 1,094,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 78,155,250

43,858,180

171,053,498

214,911,678

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高
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令和4年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 196,323,068

イ 301,079,557

92,136,985 208,942,572

ウ 8,479,189,917

3,201,415,388 5,277,774,529

エ 1,850,070,669

1,055,430,809 794,639,860

オ 6,072,813

3,853,410 2,219,403

カ 10,801,833

8,556,345 2,245,488

キ 24,631,699

22,329,913 2,301,786

ク 445,549,000

6,929,995,706

6,929,995,706

２ 流動資産

（１） 214,911,678

（２） 56,230,300

ア △ 700,000 55,530,300

（３） 0

（４） 5,603,186

（５） 0

（６） 0

276,045,164

7,206,040,870

令和３年度  水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固定負債

（１） 4,238,510,771

（２） 0

（３） 10,842,000

ア 10,842,000

（４） 129,420,719

4,378,773,490

４ 流動負債

（１） 246,599,628

（２） 0

（３） 17,986,500

（４） 2,955,078

（５） 5,404,000

ア 5,404,000

（６） 6,963,517

279,908,723

５ 繰延収益

（１） 2,929,121,158

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,404,905,662

1,524,215,496

6,182,897,709

負 債 の 部

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

修 繕 引 当 金

その他固定負債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 資本金 776,253,574

７ 剰余金

（１）

ア 9,535,976

イ 1,550,000

ウ 15,155

エ 30,390

オ 36,003,255

47,134,776

（２）利益剰余金

ア 0

イ 79,691,046

ウ 0

エ 120,063,765

199,754,811

246,889,587

1,023,143,161

7,206,040,870

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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令 和 ２ 年 度   水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（ 単位： 千円 ）

１

（１） 412,352

（２） 2,798 415,150

２

（１） 154,307

（２） 44,950

（３） 69,368

（４） 266,210

（５） 3,658

（６） 228 538,721

123,571

３

（１） 100

（２） 63,337

（３） 69,723

（４） 54,105

（５） 12,696 199,961

４

（１） 52,237

（２） 1,657 53,894 146,067

22,496

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

雑 支 出

営　業　損　失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 本 費 繰 入 収 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

経　常　利　益
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５

（１） 1

（２） 1 2

６

（１） 1

（２） 1 2

22,496

8,467

22,496

30,963当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失
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令和3年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 196,323,068

イ 301,079,557

85,790,985 215,288,572

ウ 8,335,043,433

3,052,292,904 5,282,750,529

エ 1,846,797,669

975,057,809 871,739,860

オ 6,072,813

3,207,410 2,865,403

カ 10,601,833

7,975,345 2,626,488

キ 24,631,699

18,473,913 6,157,786

ク 300,665,000

6,878,416,706

6,878,416,706

２ 流動資産

（１） 171,053,498

（２） 45,212,100

ア △ 700,000 44,512,100

（３） 0

（４） 5,613,186

（５） 0

（６） 0

221,178,784

7,099,595,490

令和２年度  水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固定負債

（１） 4,154,098,429

（２） 0

（３） 10,842,000

ア 10,842,000

（４） 134,717,259

4,299,657,688

４ 流動負債

（１） 246,704,233

（２） 2,148,900

（３） 16,724,340

（４） 4,137,108

（５） 5,354,000

ア 5,354,000

（６） 6,764,564

281,833,145

５ 繰延収益

（１） 2,921,870,158

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,336,713,662

1,585,156,496

6,166,647,329

負 債 の 部

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

修 繕 引 当 金

その他固定負債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 資本金 775,159,574

７ 剰余金

（１）

ア 9,535,976

イ 1,550,000

ウ 15,155

エ 30,390

オ 36,003,255

47,134,776

（２）利益剰余金

ア 0

イ 79,691,046

ウ 0

エ 30,962,765

110,653,811

157,788,587

932,948,161

7,099,595,490

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ.重要な会計方針
1 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　○○原価法による先入先出法
2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　建物 14年～50年
　構築物 ３年～80年
　機械及び装置 ２年～20年
　車両運搬具 ５年
　工具器具及び備品 ２年～15年

(2) リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

3 　引当金の計上方法
(1) 賞与引当金

(2) 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

4 　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ.その他の注記
1 　新会計基準移行に係る経過措置

(1) 修繕引当金に関する経過措置
平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

2 　引当金の取り崩し
(1) 賞与引当金
　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金5,354,000円を取り崩す予定で
　ある。
(2) 貸倒引当金
　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金700,000円を取り崩す予定である。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の
　負担に属する額を計上している。
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１　過年度議決分

期　　間 期　　間

130,000
　令和元年度
　　　～令和２年度

30,096
　令和３年度
　　　～令和５年度

99,904 76,304 23,600

債務負担行為に関する調書

(単位：千円）

事　　　　項 限度額
前年度までの支払義務発生(見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左 の 財 源 内 訳

金    額 金    額 給　水　収　益 下水道事業会計負担金

 窓口業務等
民間委託事業
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給　　与　　費　　明　　細　　書

　　　１　総　　括

ア　会計年度任用職員以外の職員

備　　　考

法　定

区　　　分

職 員 数

(人) (人) (千円) (千円)

特別職 一般職 報　酬 給　料 手当等 計 福利費 合　計

給　　与　　費

(千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度

損益勘定支弁職員 7 27,428 19,471 46,899 8,268 55,167

資本勘定支弁職員 2 8,601 6,065 14,666 3,026 17,692

合　　計 9 36,029 25,536 61,565 11,294 72,859

前　年　度

損益勘定支弁職員 9 34,692 26,470 61,162 10,968 72,130

資本勘定支弁職員 2 8,491 6,073 14,564 2,783 17,347

合　　計 11 43,183 32,543 75,726 13,751 89,477

比　　　較

損益勘定支弁職員 △ 2 △ 7,264 △ 6,999 △ 14,263 △ 2,700 △ 16,963

資本勘定支弁職員 0 110 △ 8 102 243 345

合　　計 △ 2 △ 7,154 △ 7,007 △ 14,161 △ 2,457 △ 16,618

・

手

当

等

の

内

訳

・

区　分

扶　養 住　居 通　勤 単身赴任 特殊勤務 時 間 外 宿日直 管理職 管理職員特別 期　末 勤　勉 退職手当

手　当 手　当 手　当 手　　当 手　　当 勤務手当 手　当 手　当 勤 務 手 当 手　当 手　当 組合負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

本年度 1,590 966 699 5,225 235 3,726

前年度 2,088 1,116 1,394 20 10,184 7,065

20 7,636 5,439

0 0

5,225 235

0 △2,548 △1,626 △1,490

5,216

比　較 △498 △150 △695
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イ　会計年度任用職員

備　　　考

　※職員数欄の（　　）内は短時間勤務職員で外数である。

法　定給　　与　　費

比　較

前年度

手　当

(千円) 

本年度

(千円) (千円) (千円) 

0

手　当 組合負担金

(千円) (千円) 

期　末 退職手当

手　当 手　　当 勤務手当

特殊勤務 時 間 外 宿日直

0合　　計

0

0

・

手

当

等

の

内

訳

・

区　分

通　勤

7,601

0

7,601

比　　　較

損益勘定支弁職員 0

資本勘定支弁職員

合　　計 ( 4 ) 7,601

7,601 7,601

資本勘定支弁職員

7,601

前　年　度

損益勘定支弁職員 ( 4 ) 7,601

合　　計 ( 4 ) 7,601 7,601

7,601

資本勘定支弁職員

(千円)

本　年　度

損益勘定支弁職員 ( 4 ) 7,601 7,601

計 福利費 合　計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区　　　分

職 員 数

特別職 一般職 報　酬 給　料 手当等
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       ２ 給料及び手当等の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

増 減 額
（千円）

給　　料 △ 7,154  昇給に伴う増加分

 その他の増減分 　会計間異動による増減

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説                  明 備                           考
（千円） （千円）

495 

△ 7,649 △ 7,649  職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他）（計）

 本年度　    9人　　　   0人　   9人

 前年度　　 11　　　　   0　　  11

 比　較　  △2　　　　   0　   △2
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増 減 額
（千円）

手 当 等 △ 7,007  その他の増減分 　扶養手当

　住居 〃

　通勤 〃

　期末 〃

　勤勉 〃

　退職手当組合負担金

（千円）

△ 7,007 △ 498 

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説                  明 備                           考
（千円）

△ 695 

△ 2,548 

△ 1,626 

△ 1,490 

△ 150 
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       ３ 給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　　　　　（１） 職員１人当たりの給与

行 政 職

平均給料月額（円） ３３１,３２２

平均給与月額（円） ４１４,５３４

平 均 年 齢（歳） ５０.２６

平均給料月額（円） ３２６,４１８

平均給与月額（円） ４１６,５２６

平 均 年 齢（歳） ４７.１１

　　　　　　（２） 初 任 給

行 政 職 一般会計の制度

（円） 行 政 職（円）

高　　校　　卒 １５０,６００ １５０,６００

短　　大　　卒 １６３,１００ １６３,１００

大　　学　　卒 １８２,２００ １８２,２００

区　　　　　　　　　分

　３年 １ 月 １ 日現在

　２年 １ 月 １ 日現在

区　　　　分
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       （３）　級　別　職　員　数

級 構成比(％)

１

２

３ ６３.６ △１人 　転出△２人（上山栄、小牧宗）

４ ２７.３ 　転入　２人（木本、石川由）

５ ９.１ 　退職△１人（小林）

６

計 １００.０

       （級別の標準的な職務内容）

４　級 ５　級 ６　級

係　長
主任専門員

主　任
課　長 部　長

区　分
３年１月１日現在 ２年１月１日現在

級 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人)

行

政

職

１

２

３ ５ ５５.６ ７

４ ３ ３３.３ ３

１　級 ２　級 ３　級

５ １ １１.１ １

６

行政職 主　事 主　事
主　任
主　査

計 ９ １００.０ １１

区　分
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         （４） 昇　給

 職　　 員　 　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

 比　率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

         （５） 期末手当・勤勉手当

４.４５

４.５０

４.４５

         （６） その他の手当

区　　　　　　分
行　政　職

本　年　度 前　年　度

９ １１

８ １０

 号給数別内訳

　１号給（人）

　２号給（人） ２ ２

　３号給（人） １

　４号給（人） ６ ７

８８.９ ９０.９

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

本　　年　　度 ２.２２５ ２.２２５ 有

前　　年　　度 ２.２５０ ２.２５０ 有

一般会計の制度（支給率等） ２.２２５ ２.２２５ 有

区　　　　　　　　分 一般会計制度との異同

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同
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